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2019年8⽉15⽇

SMBC・⽇興ニューワールド債券ファンド
（ブラジルレアル）（南アランド）（中国元）（豪ドル）（円）

アルゼンチン資産の⼤幅下落について
平素より「SMBC・⽇興ニューワールド債券ファンド（ブラジルレアル）（南アランド）（中国元）（豪ドル）（円）」（以下、
当ファンド）をご愛顧賜り厚く御礼申し上げます。
さて、2019年8⽉11⽇に⾏われたアルゼンチン⼤統領選挙の予備選挙の結果を受け、アルゼンチン資産が⼤幅下落する事
態となりました。当レポートでは、今回の下落の背景と今後の運⽤⽅針についてご報告いたします。

■⽶ドル建てアルゼンチン国債、社債の推移■

（円）（ポイント）

※ 上記は過去の実績であり、今後の市場環境等を保証するものではありません。また、当ファンドの将来の運⽤成果等⽰唆あるいは保証するものでもあ
りません。

（年/⽉）

（2018年12⽉31⽇〜2019年8⽉13⽇、⽇次ベース）

⽶ドル建てアルゼンチン国債

⽶ドル建てアルゼンチン社債

※2018年12⽉末を100として指数化。

8/9⽐ アルゼンチン国債 アルゼンチン社債

騰落率 -34.4% -14.3%

（2019年8⽉13⽇）
8/9⽐ 対円 対⽶ドル

騰落率 -17.0% -17.8%

（注）⽶ドル建てアルゼンチン国債は、JPモルガンEMBIグローバル ダイバーシファイド アルゼンチン国債指数、⽶ドル建てアルゼンチン社債は、JPモルガン
CEMBIブロード ダイバーシファイド アルゼンチン社債指数です。いずれも当ファンドのベンチマークではありません。

（出所）Bloomberg、JPモルガンのデータを基に委託会社作成
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（2018年12⽉31⽇〜2019年8⽉13⽇、⽇次ベース）

（年/⽉）

（ご参考）■アルゼンチンペソの推移■

（アルゼンチンペソ、逆⽬盛）

アルゼンチンペソ⾼

アルゼンチンペソ安

⽶ドル/アルゼンチンペソ（右軸）

アルゼンチンペソ/円（左軸）

（2019年8⽉13⽇）
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今後の運⽤⽅針

 今回の予備選挙で、左派のフェルナンデス⽒が⾸
位となった結果を受け、市場寄りの政策を進めて
いたマクリ現政権からの政権移⾏と政策の逆⾏
が懸念されたことなどから、アルゼンチンの⾦融市
場は⼤きく下落しました。

 2019年7⽉末時点の当ファンドのアルゼンチン債
券の保有⽐率は3.6％となっておりますが、アルゼン
チンペソ建て債券は保有しておらず、すべて外貨建
て債券です。そのため、債券価格の下落による影
響のみで、アルゼンチン通貨の下落の影響は受け
ていません。

以下は、当ファンドの運⽤を実質的に担当するゴールドマン・サックス・アセット・マネジメント・エル・ピーから提供を受けたデータおよび情報を基に記載しています。

⾜元の状況

 今回の予備選挙の結果を受けて、アルゼンチン市場
の投資機会について、現在再評価を進めています。
今後の政治・市場動向にかかわる当事者（予備選
⾸位のフェルナンデス候補、現職のマクリ⼤統領、
アルゼンチン中央銀⾏、IMF、格付会社）がどの
ような⾒解・⾏動を⽰すのかを注視していきます。
仮にフェルナンデス政権が誕⽣するならば、市場に再
評価される政策（財政再建の早期化、労働市場
および年⾦制度改⾰、中央銀⾏の独⽴性）への
姿勢を⾒極めることが重要であると考えます。

（ポイント）

（年/⽉）

※2018年12⽉末を100として指数化。

⽶ドル建てエマージング国債

⽶ドル建てエマージング社債

8/9⽐ エマージング国債 エマージング社債

騰落率 -1.2% -0.4%

（2019年8⽉13⽇）

■⽶ドル建てエマージング国債、社債の推移■
（2018年12⽉31⽇〜2019年8⽉13⽇、⽇次ベース）

（注）⽶ドル建てエマージング国債は、JPモルガンEMBIグローバル
ダイバーシファイド、⽶ドル建てエマージング社債は、JPモルガ
ンCEMBIブロード ダイバーシファイドです。いずれも当ファンド
のベンチマークではありません。

■⽶ドル/円為替の推移■
（2018年12⽉31⽇〜2019年8⽉13⽇、⽇次ベース）

（円）

（年/⽉）

8/9⽐ 対円

騰落率 +1.0%

（2019年8⽉13⽇）

⽶ドル⾼

米ドル安

104

106

108

110

112

114

18/12 19/2 19/4 19/6

※上記は過去の実績および当資料作成時点の運⽤⽅針であり、当ファンドの将来の運⽤成果および市場環境の変動等を⽰唆あるいは保証するものではあ
りません。今後、予告なく変更する場合があります。



販売⽤資料

※この資料の最終ページに重要な注意事項を記載しております。必ずご確認ください。 3/12

（2019年8⽉13⽇）
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基準価額と純資産総額の推移

■（ブラジルレアル）（2009年10⽉30⽇（設定⽇）〜2019年8⽉13⽇）■

（円）

（億円）

純資産総額

267.5億円

■（南アランド）（2009年10⽉30⽇（設定⽇）〜2019年8⽉13⽇）■
（円） （2019年8⽉13⽇）

■（中国元）（2009年10⽉30⽇（設定⽇）〜2019年8⽉13⽇）■

（円） （億円） （2019年8⽉13⽇）

純資産総額

5.4億円

（億円）

純資産総額

19.9億円

基準価額

2,817円

税引前分配⾦再
投資基準価額

8/9⽐の
騰落率

15,946円 -2.6%

基準価額

4,573円

税引前分配⾦再
投資基準価額

8/9⽐の
騰落率

15,879円 -3.0%

基準価額

8,898円

税引前分配⾦再
投資基準価額

8/9⽐の
騰落率

19,584円 -1.7%
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※ 上記は過去の実績であり、当ファンドの将来の運⽤成果等を保証するものではありません。
※ ファンド購⼊時には、購⼊時⼿数料がかかる場合があります。また、換⾦時にも費⽤・税⾦などがかかる場合があります。詳しくは10ページおよび投資信託

説明書（交付⽬論⾒書）をご覧ください。

（注1）税引前分配⾦再投資基準価額は、分配⾦（税引前）を分配時に再投資したものと仮定して計算した価額です。
（注2）騰落率は税引前再投資基準価額を基に算出したものであり、実際の投資家利回りとは異なります。
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基準価額と純資産総額の推移

■（豪ドル）（2009年10⽉30⽇（設定⽇）〜2019年8⽉13⽇）■
（円）

（億円）

純資産総額

103.8億円

（2019年8⽉13⽇）

■（円）（2009年10⽉30⽇（設定⽇）〜2019年8⽉13⽇）■
（円） （2019年8⽉13⽇）

純資産総額

99.4億円

（億円）

基準価額

7,442円

税引前分配⾦再
投資基準価額

8/9⽐の
騰落率

14,212円 -0.5%

基準価額

5,238円

税引前分配⾦再
投資基準価額

8/9⽐の
騰落率

16,428円 -1.9%

※ 上記は過去の実績であり、当ファンドの将来の運⽤成果等を保証するものではありません。
※ ファンド購⼊時には、購⼊時⼿数料がかかる場合があります。また、換⾦時にも費⽤・税⾦などがかかる場合があります。詳しくは10ページおよび投資信託

説明書（交付⽬論⾒書）をご覧ください。

（注1）税引前分配⾦再投資基準価額は、分配⾦（税引前）を分配時に再投資したものと仮定して計算した価額です。
（注2）騰落率は税引前再投資基準価額を基に算出したものであり、実際の投資家利回りとは異なります。



販売⽤資料

※この資料の最終ページに重要な注意事項を記載しております。必ずご確認ください。 5/12

ファンドの特⾊
1. 投資信託への投資を通じて、世界的な経済構造の変化から恩恵を受ける企業や国が発⾏する債券に投資し、⾦利収⼊と値上がり益を追

求します。
保有する債券の平均格付けは原則、投資適格（BBB－格以上）を維持することに努めます。ただし、市場環境によってはBBB－格を下
回ることがあります。
●主に⽶ドル建てで発⾏されている新興国の社債と国債に投資します。また、新興国の社債には、政府出資企業が発⾏する債券も含みま
　 す。
●新興国の債券に加え、⼀部を先進国の社債や国債にも投資を⾏います。

2. 5つのコースからお選びいただけます。各コースはスイッチングが可能です。
各コースでは、表⽰された通貨建ての資産を所有するのと同様の為替変動効果が得られます。各通貨の⻑期的な上昇を狙うとともに、⾦利
の⾼い通貨の場合には、⽶ドルと各コースの通貨の⾦利差に相当する収益（為替取引によるプレミアム）を享受することができます。⾦利の
低い通貨の場合には、⾦利差がマイナスとなり、為替取引によるコストとなる場合があります。円コースは、対円での為替ヘッジにより為替変動
リスクの低減を図ります。

3. 毎⽉決算を⾏い、安定した分配を⽬指します。
毎⽉12⽇（休業⽇の場合は翌営業⽇）の決算⽇に、分配⽅針に基づき分配を⽬指します。分配⾦額は、委託会社が基準価額⽔準、
市況動向等を考慮して決定します。ただし、分配対象額が少額の場合等には、委託会社の判断により分配を⾏わない場合もあるため、将
来の分配⾦の⽀払いおよびその⾦額について保証するものではありません。
※「安定した分配を⽬指します。」としていますが、これは、運⽤による収益が安定したものになることや基準価額が安定的に推移すること
 　等を⽰唆するものではありません。また、基準価額の⽔準、運⽤の状況等によっては安定分配とならない場合があることにご留意ください。

※ 資⾦動向、市況動向等によっては、上記のような運⽤ができない場合があります。

投資リスク
基準価額の変動要因

ファンドは、投資信託を組み⼊れることにより運⽤を⾏います。ファンドが組み⼊れる投資信託は、主として海外の債券を投資対象としており、
その価格は、保有する債券の値動き、当該発⾏者の経営・財務状況の変化、為替相場の変動等の影響により上下します。ファンドが組み⼊
れる投資信託の価格の変動により、ファンドの基準価額も上下します。基準価額の下落により損失を被り、投資元本を割り込むことがありま
す。
運⽤の結果としてファンドに⽣じた利益および損失は、すべて受益者に帰属します。したがって、ファンドは預貯⾦とは異なり、投資元本が保証
されているものではなく、⼀定の投資成果を保証するものでもありません。ファンドの主要なリスクは、以下の通りです。

■ 債券市場リスク
内外の政治、経済、社会情勢等の影響により債券相場が下落（⾦利が上昇）した場合、ファンドの基準価額が下落する要因となります。ま
た、ファンドが保有する個々の債券については、下記「信⽤リスク」を負うことにもなります。

■ 信⽤リスク
ファンドが投資している有価証券や⾦融商品に債務不履⾏が発⽣あるいは懸念される場合に、当該有価証券や⾦融商品の価格が下がった
り、投資資⾦を回収できなくなったりすることがあります。これらはファンドの基準価額が下落する要因となります。
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投資リスク
■ 為替変動リスク

＜円コース＞
ファンドの投資対象である外国投資信託の組⼊資産については、原則として⽶ドル売り、円買いの為替ヘッジを⾏うため、為替の変動による影
響は限定的と考えられます。ただし、完全に為替変動リスクを回避することはできません。また、円の⾦利が⽶ドル⾦利より低い場合、⽶ドルと
円の⾦利差相当分の為替ヘッジコストがかかります。
＜その他の各コース共通　（ブラジルレアルコース、南アランドコース、中国元コース、豪ドルコース）＞
ファンドの投資対象である外国投資信託の組⼊資産については、原則として⽶ドル売り、該当コースの通貨買いの為替取引を⾏うため、当該
通貨の対円での為替変動の影響を受けます。為替相場が当該通貨に対して円⾼になった場合には、ファンドの基準価額が値下がりする要因
となります。なお、⽶ドル売り、当該通貨買いの為替取引が完全にできるとは限らないため、⽶ドルの対円での為替変動の影響を受ける可能
性があります。また、当該通貨の⾦利が⽶ドル⾦利より低い場合、⽶ドルと当該通貨の⾦利差相当分の為替取引によるコストがかかります。

■ カントリーリスク
海外に投資を⾏う場合には、投資する有価証券の発⾏者に起因するリスクのほか、投資先の国の政治・経済・社会状況の不安定化や混乱
などによって投資した資⾦の回収が困難になることや、その影響により投資する有価証券の価格が⼤きく変動することがあり、基準価額が下落
する要因となります。

■ 市場流動性リスク
ファンドの資⾦流出⼊に伴い、有価証券等を⼤量に売買しなければならない場合、あるいは市場を取り巻く外部環境に急激な変化があり、
市場規模の縮⼩や市場の混乱が⽣じた場合等には、必要な取引ができなかったり、通常よりも不利な価格での取引を余儀なくされることがあ
ります。これらはファンドの基準価額が下落する要因となります。

その他の留意点
● ファンドの投資対象である外国投資信託において為替取引を⾏う場合、⼀部の通貨においては、直物為替先渡取引（NDF）を利⽤する

場合があります。
NDFの取引価格は、需給や当該通貨に対する期待等の影響により、⾦利差から理論上期待される⽔準とは⼤きく異なる場合があります。し
たがって、実際の為替市場や⾦利市場の動向から想定される動きとファンドの基準価額の動きが⼤きく異なることがあります。また、当該取引に
おいて、取引先リスク（取引の相⼿⽅の倒産等により取引が実⾏されないこと）が⽣じる可能性があります。

● ファンドが活⽤する店頭デリバティブ取引（NDF等）を⾏うために担保または証拠⾦として現⾦等の差⼊れがさらに必要となる場合がありま
す。その場合、ファンドは追加的に現⾦等を保有するため、ファンドが実質的な投資対象とする資産等の組⼊⽐率が低下することがあります。
その結果として、⾼位に組み⼊れた場合に⽐べて期待される投資効果が得られず、運⽤成果が劣後する可能性があります。

● 投資資産の市場流動性が低下することにより投資資産の取引等が困難となった場合は、ファンドの換⾦申込みの受付けを中⽌すること、およ
び既に受け付けた換⾦申込みを取り消すことがあります。
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お申込みメモ
購⼊単位

販売会社または委託会社にお問い合わせください。
購⼊価額

購⼊申込受付⽇の翌営業⽇の基準価額となります。
ただし、累積投資契約に基づく分配⾦の再投資の場合は、各計算期末の基準価額となります。

購⼊代⾦
販売会社の指定の期⽇までに、指定の⽅法でお⽀払いください。

換⾦単位
販売会社または委託会社にお問い合わせください。

換⾦価額
換⾦申込受付⽇の翌営業⽇の基準価額となります。

換⾦代⾦
原則として、換⾦申込受付⽇から起算して7営業⽇⽬以降にお⽀払いします。

信託期間
2009年10⽉30⽇から2024年10⽉15⽇まで

決算⽇
毎⽉12⽇（休業⽇の場合は翌営業⽇）

収益分配
決算⽇に、分配⽅針に基づき分配を⾏います。委託会社の判断により分配を⾏わない場合もあります。
分配⾦受取りコース：原則として、分配⾦は税⾦を差し引いた後、決算⽇から起算して5営業⽇⽬までにお⽀払いいたします。
分配⾦⾃動再投資コース：原則として、分配⾦は税⾦を差し引いた後、無⼿数料で再投資いたします。
※販売会社によってはいずれか⼀⽅のみの取扱いとなる場合があります。

課税関係
課税上は株式投資信託として取り扱われます。
公募株式投資信託は税法上、少額投資⾮課税制度「NISA(ニーサ）」、未成年者少額投資⾮課税制度「ジュニアNISA（ニーサ）」の
適⽤対象です。ただし、販売会社によっては当ファンドをNISA、ジュニアNISAでの取扱い対象としない場合があります。
詳しくは販売会社にお問い合わせください。
配当控除の適⽤はありません。
※上記は、作成基準⽇現在の情報をもとに記載しています。税法が改正された場合等には、変更される場合があります。

お申込不可⽇
ニューヨークもしくはロンドンの銀⾏休業⽇またはニューヨーク証券取引所の休業⽇に当たる場合には、購⼊、換⾦の申込みを受け付けません。

スイッチング
販売会社によっては、各コース間でスイッチングを取り扱う場合があります。また、販売会社によっては、⼀部のファンドのみの取扱いとなる場合があ
ります。詳しくは販売会社にお問い合わせください。
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ファンドの費⽤
投資者が直接的に負担する費⽤

○ 購⼊時⼿数料
購⼊価額に3.78％（税抜き3.50％）を上限として、販売会社がそれぞれ別に定める⼿数料率を乗じた額です。詳しくは販売会社にお
問い合わせください。

○ 信託財産留保額
ありません。

投資者が信託財産で間接的に負担する費⽤
○ 運⽤管理費⽤（信託報酬）

ファンドの純資産総額に年1.0746％（税抜き0.995％）の率を乗じた額です。
※投資対象とする投資信託の信託報酬を含めた場合、年1.7746％（税抜き1.695％）程度となります。

○ その他の費⽤・⼿数料
上記のほか、ファンドの監査費⽤や有価証券の売買時の⼿数料、資産を外国で保管する場合の費⽤等（それらにかかる消費税等相当額を
含みます。）が信託財産から⽀払われます。これらの費⽤に関しましては、その時々の取引内容等により⾦額が決定し、運⽤状況により変化
するため、あらかじめ、その⾦額等を具体的に記載することはできません。

※ ファンドの費⽤（⼿数料等）の合計額、その上限額、計算⽅法等は、投資者の保有期間に応じて異なる等の理由により、あらかじめ具体的
に記載することはできません。

税⾦
分配時

所得税及び地⽅税　配当所得として課税　普通分配⾦に対して20.315％
換⾦（解約）及び償還時

所得税及び地⽅税　譲渡所得として課税　換⾦（解約）時及び償還時の差益（譲渡益）に対して20.315％

※ 個⼈投資者の源泉徴収時の税率であり、課税⽅法等により異なる場合があります。法⼈の場合は上記とは異なります。
※ 税法が改正された場合等には、税率等が変更される場合があります。税⾦の取扱いの詳細については、税務専⾨家等にご確認されることを

お勧めします。

委託会社・その他の関係法⼈等
委託会社 ファンドの運⽤の指図等を⾏います。

　三井住友DSアセットマネジメント株式会社　　　⾦融商品取引業者　関東財務局⻑（⾦商）第399号
　加⼊協会　　 ：　⼀般社団法⼈投資信託協会、⼀般社団法⼈⽇本投資顧問業協会、
　　　　　　　　　　　　⼀般社団法⼈第⼆種⾦融商品取引業協会
　ホームページ　：　https://www.smd-am.co.jp
　フリーダイヤル ：　0120－88－2976　［受付時間］午前9時〜午後5時（⼟、⽇、祝・休⽇を除く）

受託会社 ファンドの財産の保管および管理等を⾏います。
　三井住友信託銀⾏株式会社

販売会社 ファンドの募集の取扱い及び解約お申込の受付等を⾏います。
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販売会社

備考欄について
○

※1：「ブラジルレアルコース」、「豪ドルコース」、「円コース」のみのお取扱いとなります。※2：「ブラジルレアルコース」、「中国元コース」、「豪ドルコース」のみのお取扱いとなり
ます。※3：新規の募集はお取り扱いしておりません。

株式会社三井住友銀⾏ 登録⾦融機関 関東財務局⻑（登⾦）第54号 ○ ○

楽天証券株式会社 ⾦融商品取引業者 関東財務局⻑（⾦商）第195号 ○ ○ ○ ○

○ ※2
みずほ証券株式会社 ⾦融商品取引業者 関東財務局⻑（⾦商）第94号 ○ ○ ○ ○

東海東京証券株式会社 ⾦融商品取引業者 東海財務局⻑（⾦商）第140号 ○ ○

※3

髙⽊証券株式会社 ⾦融商品取引業者 近畿財務局⻑（⾦商）第20号 ○ ※2
カブドットコム証券株式会社 ⾦融商品取引業者 関東財務局⻑（⾦商）第61号 ○ ○ ※1
株式会社ＳＢＩ証券 ⾦融商品取引業者 関東財務局⻑（⾦商）第44号 ○ ○ ○

エース証券株式会社 ⾦融商品取引業者 近畿財務局⻑（⾦商）第6号 ○

ＳＭＢＣ⽇興証券株式会社 ⾦融商品取引業者 関東財務局⻑（⾦商）第2251号 ○ ○ ○ ○

⼀
般
社
団
法
⼈
 

投
資
信
託
協
会

備考

あかつき証券株式会社 ⾦融商品取引業者 関東財務局⻑（⾦商）第67号 ○ ○ ○

販売会社名 登録番号

⽇
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重要な注意事項
 当資料は三井住友DSアセットマネジメントが作成した販売⽤資料であり、⾦融商品取引法に基づく開⽰書類ではありません。
 当資料の内容は作成基準⽇現在のものであり、将来予告なく変更されることがあります。また、当資料は三井住友DSアセットマネジメントが信頼性が⾼

いと判断した情報等に基づき作成しておりますが、その正確性・完全性を保証するものではありません。
 当資料にインデックス・統計資料等が記載される場合、それらの知的所有権その他の⼀切の権利は、その発⾏者および許諾者に帰属します。
 投資信託は、値動きのある証券（外国証券には為替変動リスクもあります。）に投資しますので、リスクを含む商品であり、運⽤実績は市場環境等によ

り変動します。したがって元本や利回りが保証されているものではありません。
 投資信託は、預貯⾦や保険契約と異なり、預⾦保険・貯⾦保険・保険契約者保護機構の保護の対象ではありません。また登録⾦融機関でご購⼊の

場合、投資者保護基⾦の⽀払対象とはなりません。
 当ファンドの取得のお申込みにあたっては、販売会社よりお渡しする最新の投資信託説明書（交付⽬論⾒書）および⽬論⾒書補完書⾯等の内容を

ご確認の上、ご⾃⾝でご判断ください。また、当資料に投資信託説明書（交付⽬論⾒書）と異なる内容が存在した場合は、最新の投資信託説明書
（交付⽬論⾒書）が優先します。投資信託説明書（交付⽬論⾒書）、⽬論⾒書補完書⾯等は販売会社にご請求ください。

 当資料に掲載されている写真がある場合、写真はイメージであり、本⽂とは関係ない場合があります。

作成基準⽇：2019年8⽉13⽇


